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精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築事業の内容 

【令和４年４月１日適用】 

 ❶ 保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置               

都道府県等は、事業を実施する圏域において、「保健・医療・福祉関係者によ

る協議の場」（以下「協議の場」という。）を設置すること。既存の協議会（障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号）第８９条の３第１項に規定する「（自立支援）協議会」をいう。）

の専門部会又はそれと同等の既存の組織を協議の場として位置づけることは

差し支えない。 

ア 協議の場の参加者について  

保健・医療・福祉関係者については、都道府県等の実情に応じ選定で   

きるが、参加者としては次の者の参加が望ましい。  

ａ 都道府県等における精神科医療を所管する部局の職員  

ｂ 都道府県等における障害保健福祉を所管する部局の職員  

ｃ 市町村における障害保健福祉を所管する部局の職員  

ｄ 保健関係者：保健所、精神保健福祉センター等の職員及び市町村にお  

ける精神保健担当保健師等  

ｅ 医療関係者：精神科医療機関、その他の医療機関、訪問看護ステーショ

ン等の医師、看護師、精神保健福祉士、作業療法士等  

ｆ 福祉関係者：基幹相談支援センター、福祉事務所、相談支援事業所、障

害福祉サービス事業所、居宅介護支援事業所、介護保険サービス事業所等

の従事者等  

ｇ 精神障害当事者、家族、ピアサポーター

ｈ 居住支援関係者：賃貸住宅の貸し主、不動産業者等

ｉ その他の関係者：関係機関、関係団体、障害者等の福祉、医療、教育又 

は雇用に関連する職務に従事する者等  

イ 協議の場における協議内容について  

地域包括ケアシステムの構築に資するよう、地域アセスメント（地域の現 

状分析）を実施し、その結果を共有の上、具体的な目標を設定すること。  

（協議内容の例）  

ａ 普及啓発に係る事項  

ｂ 精神障害者の家族支援に係る事項  
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ｃ 精神障害者の住まいの確保支援に係る事項（共同生活援助事業所の整備 

を含む。）  

ｄ ピアサポートの活用に係る事項（ピアサポーターの養成を含む。）  

ｅ アウトリーチ支援に係る事項  

ｆ 措置入院者及び緊急措置入院者等の退院後の医療等の継続支援に係る 

事項 

ｇ 構築推進サポーターの活用に係る事項  

ｈ 精神医療相談に係る事項  

ｉ 医療連携体制の構築に係る事項  

ｊ 精神障害者の地域移行・地域定着関係職員に対する研修に係る事項 

 ｋ 入院中の精神障害者の地域生活支援に係る事項（地域移行支援の活用促 

進を含む。）  

ｌ 地域包括ケアシステムの構築状況の評価に係る事項  

ｍ その他（地域包括ケアシステムの構築に資する事項  

ウ 協議の場の開催について  

協議の場については、必ず開催すること。なお、協議の場の開催頻度につ

いては、都道府県等の実情に応じて決定すること。事業内容の評価や地域包

括ケアシステムの構築状況の評価ができるように、協議の場を運営すること。  

➋  普及啓発に係る事業                                

都道府県等は、各地域における普及啓発事業の実施により、精神障害に対す

る地域住民の理解を深めるよう努めること。  

（普及啓発の例）

・ シンポジウムやフォーラムの開催

・ 地域において精神障害者と地域住民が交流できる場の設置

・ 精神疾患、精神障害やメンタルヘルスに関する相談窓口の周知

・ 国が行う普及啓発事業と連動した取組 等

➌  精神障害者の家族支援に係る事業                       

都道府県等は、精神障害者の家族が地域包括ケアシステムに対する理解を深

めるとともに、家族が安心して、精神障害者本人に対する支援や家族同士の支

援ができるよう、家族支援に努めること。  

なお、実施においては、以下の点に留意すること。  

ア 相談等を通じて家族のニーズを把握すること。その上で、精神障害者の家
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族が抱える課題を整理して、それぞれのニーズに合った支援を行うよう努め

ること。  

イ 協議の場等を活用し、精神障害者の家族が抱える課題等を共有化するよう

努めること。  

ウ 地域包括ケアシステムの構築に向けた課題等について、保健・医療・福祉

関係者と家族が互いに理解できるような機会（合同研修会等）を設けるよう

努めること。  

エ 家族会等の組織育成支援にあたっては、家族会を後方支援できるようなネ

ットワークづくりに努めること。  

➍  精神障害者の住まいの確保支援に係る事業

都道府県等は、居住支援協議会の積極的な活用及び連携等により、精神障害

者の住まいの確保支援の体制整備に努めること。具体的な例として、精神障害

者が入居しやすい民間賃貸住宅情報の提供システムの構築や空き部屋のマッ

チングシステムの構築、公営住宅の入居促進、公的保証人制度の構築等がある。

居住支援関係者と連携し、これら居住支援に係る制度の活用を推進するととも

に、賃貸住宅等に入居する精神障害者や居住支援関係者の安心を確保できるよ

う、入居後も含めた支援体制の構築に努めること。

➎  ピアサポートの活用に係る事業

都道府県等は、精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしを

することができるよう、精神障害者の視点を重視した支援を充実する観点や精

神障害者が自らの疾患や病状について正しく理解することを促す観点からピ

アサポーターを養成し、ピアサポーターが活躍する場の創出・拡大について検

討する等により、ピアサポートの活用を推進するための体制整備に努めること。  

➏  アウトリーチ支援に係る事業                              

都道府県等は、精神障害者の地域生活を支援するため、多職種による訪問支

援（以下この実施要領において「アウトリーチ支援」という。）を行い、支援対

象者及びその家族等（以下この実施要領において「対象者」という。）の状態等

に応じて、必要な支援が適切に提供される体制の整備に努めること。  

また、個別の支援を通じて、保健・医療・福祉の連携による重層的な支援体

制の構築を図ること。  

実施にあたっては、実施主体において、アウトリーチ支援の実施が有効であ
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ると判断した対象者に対して行うものとする。  

（対象者の例）  

・ 精神疾患が疑われる未治療者  

・ 精神科医療の中断者  

・ ひきこもりの精神障害者  

・ 精神科病院への入退院を繰り返す者  

・ 精神疾患による長期（概ね１年以上）入院後の退院者  

・ アウトリーチ支援が有効であると実施主体が判断した者  

アウトリーチ支援を行うにあたっては、多職種による訪問支援が行える体制

を整備すること。その際、精神科医師と十分に連携が図れる体制をとること。  

新規導入者の選定、概ね６ヶ月時点における支援内容の評価、終了者の検討

については、都道府県等（保健所、精神保健福祉センタ－等）及び支援者等が

参画したケース・カンファレンスを開催すること。  

また、新規者、概ね６ヶ月時点での状況、終了者については、事業の実施主

体である都道府県等へ報告すること。都道府県等は、精神科病院等に入院中の

患者を対象に、退院に向けた包括的な相談・支援の実施等、入院中の精神障害

者の地域移行に係る取組に努めること。  

➐ 措置（緊急措置）入院者等の退院後の医療等の継続支援に係る事業

都道府県等は、措置入院者等の退院後の医療等の継続支援が実施できるよう

に、制度の周知や人材育成などの必要な取組の実施に努めること。  

➑  構築推進サポーターの活用に係る事業                     

都道府県等は、管内の市町村における地域包括ケアシステムの構築の促進や、

自治体等関係機関が退院前の精神障害者や退院後の精神障害者の支援を行う

に際し、構築推進サポーター（※）の活用に努めること。  

（※）構築推進サポーターの例  

・ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築支援事業に参加す

る都道府県、指定都市及び特別区が推薦し、国で任命する都道府県等密

着アドバイザー（経験者を含む）  

・ 地域包括ケアシステムの構築に必要な体制整備の総合調整能力を有す

る者として自治体が選定した者（医療：医療機関地域連携関係者、保健：

保健部門保健師、福祉：地域援助事業者等）  
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（市町村支援の例）  

管内の市町村において、保健医療福祉の関係者、地域援助事業者等に対し、

地域包括ケアシステムの構築に向けた必要な助言を行う。  

・ 地域包括ケアシステムの構築に係る研修の企画  

・ 個別支援の検討や個別支援を通じた関係者の連携体制の構築  

・ 地域の実情に応じた人材育成に係る仕組みづくり  

・ 地域の課題の抽出、課題解決のために必要な取組の検討 等 

（業務の例）  

各種福祉サービスの利用方法、活用方法に係る必要な助言や指導等を医療

機関や指定一般相談支援事業所等に行うとともに、取組に係る意識啓発を行

う。  

・ 病院や施設等の関係機関に対する協力要請、地域資源に係る情報提供  

・ 退院後支援計画に対する必要な助言、指導  

・ 課題解決に関する助言、指導  

・ 自治体等が開催する研修会の講師 等  

➒  精神医療相談に係る事業                                

ア 24 時間精神医療相談窓口  

都道府県等は、特に休日、夜間における精神障害者及び家族等からの相談

に対応するため、地域の実情に合わせて、精神保健福祉センター、精神科救

急情報センター、医療機関等に精神医療相談窓口の機能を設けるものとする。  

精神医療相談窓口においては、精神障害者の疾病の重篤化を軽減する観点

から、精神障害者等の症状の緩和が図れるよう適切に対応するとともに、必

要に応じて医療機関の紹介や受診指導を行うものとする。  

なお、当該窓口の整備にあたっては、既に整備されている相談窓口等の連

携により、地域において２４時間の相談体制が確保されることを妨げるもの

ではない。  

イ 相談体制  

相談窓口は、原則２４時間３６５日体制をとることとし、休日、夜間は確

実に対応できるものとする。  

相談窓口には、精神科の臨床経験を有する看護職員、精神保健福祉士、そ

の他当該地域の精神保健福祉対策に精通した者を置くものとする。また、精
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神医療相談に、迅速かつ適切に対応できるような体制（精神科医のオンコー

ル等による。）を整えるものとする。  

ウ 精神医療相談窓口の周知  

相談窓口は、管内の行政機関や医療機関等を通じて広報するものとし、内

科、小児科等の休日・夜間診療案内等と併せて行うなど、精神障害者及び家

族等が十分に活用できるよう効果的な周知に努めるものとする。  

➓  医療連携体制の構築に係る事業                         

都道府県等は、身体合併症を有する精神障害者や従来の治療では効果が乏し

く、治療抵抗性統合失調症治療薬等の専門的治療が必要とされる難治性患者等

の治療を実施するために、精神科医療機関と他科とのネットワークの構築等、

地域での支援体制の構築に努めること。  

（支援対象者の例）  

・ 従来の治療では効果が乏しく、治療抵抗性統合失調症治療薬等の専門

的治療が必要とされる難治性患者 

・ 身体合併症を有する精神障害者 

（事業内容の例）  

医療機関及びその他関係者による連携会議の開催、研修の開催等  

⓫ 精神障害者の地域移行・地域定着関係職員に対する研修に係る事業   

都道府県等は、精神科医療機関、障害福祉サービス事業所、介護保険サービ

ス事業所等の職員に対し、精神障害者の地域移行・地域定着に関する保健・医

療・福祉の相互理解を促進するため、地域の関係者と協働し、研修の実施に努

めること。  

なお、研修においては、以下の点に留意すること。  

ア 原則、精神科医療機関、障害福祉サービス事業所等の関係職員が合同で参

加するものとなるよう努めること。  

イ 精神科医療機関等の医療従事者及び相談支援事業所等の職員が精神障害

者の地域移行・地域定着に関し相互理解を深められるものであること。  

ウ 地域包括ケアシステムの構築に資する内容であること。  

⓬ 入院中の精神障害者の地域生活支援に係る事業              

都道府県等は、精神科医療機関等に入院中の患者を対象に、包括的な相談支

援の実施等、地域生活支援に係る取組に努めること。 
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（事業例） 

・ 長期在院者訪問の支援 

・ 医療機関と市町村の連携体制づくり支援 

・ ピアサポーターとの交流機会や社会資源の体験利用による動機付け支援

・ 地域移行支援等のサービス利用に向けた支援 

・ 精神障害者の意思表明に係る支援 等 

⓭ 地域包括ケアシステムの構築状況の評価に係る事業            

都道府県等は、地域包括ケアシステムの構築状況の実態把握に努めること。

具体的な方法例として、ReMHRAD(リムラッド)（地域精神保健医療福祉資源分析

データベース）や精神保健福祉資料等の既存データの活用、アンケート調査や

関係団体等へのヒアリング、精神障害者や家族等のニーズの把握による現状分

析及び事業の評価等がある。  

⓮ その他

都道府県等は、➊から⓭までに掲げる事業のほか、地域包括ケアシステムの

構築に資する事業を実施することができる。 


